























































































































持ち家 公営の借家 都市再生機構 ・公社の借家 民営借家 給与住宅
昭和43年 59.1 5.7 - 26.4 6.8
48年 58.4 6.9 - 27.1 6.3
53年 59.9 5.3 2.2 25.9 5.7
58年 62.0 5.4 2.2 24.3 5.2
63年 61.1 5.3 2.2 25.7 4.1
平成５年 59.6 5.0 2.1 26.3 5.0
10年 60.0 4.7 2.0 27.3 3.9
15年 60.9 4.6 2.0 26.7 3.2








































25歳未満 25 〜 29 30 〜 34 30 〜 39 40 〜 44 45 〜 49 50 〜 54 55〜59 60 〜 64
昭和43年 16.5 27.9 - - - - - - -
48年 11.4 26.0 - - - - - - -
53年 9.9 27.9 44.4 58.0 66.8 73.4 77.1 79.0 77.9
58年 7.6 24.8 45.5 59.8 68.2 73.1 77.0 80.1 78.3
63年 4.5 17.9 38.3 56.6 66.0 71.7 75.1 79.3 80.3
平成５年 3.1 13.0 31.6 51.9 64.2 70.1 73.8 77.1 79.9
10年 2.7 12.6 29.0 48.6 62.4 69.7 73.2 76.7 79.2
15年 2.7 12.6 28.9 46.8 60.8 69.1 73.2 76.7 78.9
20年 2.5 11.5 29.8 46.0 57.7 66.7 72.4 75.9 78.8
（％）





100万円未満 4.4 16.9 4.2 11.4 9.0
100〜200万円 9.3 29.8 14.3 19.9 13.5
200〜300万円 13.8 22.2 19.6 19.3 16.7
300〜400万円 13.8 13.5 17.0 16.3 16.5
400〜500万円 11.5 6.7 11.9 10.6 12.2
500〜600万円 10.3 3.4 9.0 6.9 8.4
600〜700万円 7.9 1.5 5.5 3.9 4.8
700〜800万円 7.0 0.8 3.7 2.6 3.5
800〜900万円 5.3 0.4 2.5 1.4 2.0
900〜1000万円 4.9 0.2 1.9 1.0 1.5
1000〜1500万円 7.3 0.2 2.1 1.2 2.0
1500〜2000万円 1.6 0.0 0.3 0.2 0.3
2000万円以上 1.0 0.0 0.2 0.1 0.2
不詳 1.9 4.3 7.9 5.1 9.3

























平成5年 4.79 6.08 3.40 3.11 a)2.93 a)2.57 3.34
10 4.74 6.00 3.41 3.11 a)2.92 a)2.48 3.20
15 4.73 5.91 3.42 3.13 3.00 2.48 3.11
20 4.64 5.79 3.42 3.12 3.04 2.36 2.97
　１住宅当たり居住室の畳数（畳）
平成5年 30.96 40.60 18.42 17.05 a)16.48 a)15.75 20.36
10 31.37 40.84 18.92 17.42 a)17.24 a)15.92 20.03
15 32.36 41.45 19.52 18.40 18.35 16.32 20.04
20 32.43 41.34 19.84 18.88 19.28 15.98 19.84
　１住宅当たり延べ面積 （m2）
平成5年 88.38 118.45 49.43 46.65 a)44.67 a)39.07 54.33
10 89.59 119.97 50.18 46.96 a)45.58 a)38.65 52.08
15 92.49 121.67 51.56 48.98 48.94 40.13 51.94






















単位 30歳未満 30 〜 39 40 〜 49 50 〜 59 60 〜 69 70歳以上 （再掲）65歳以上
集計世帯数 1,410 7,567 9,389 11,052 12,733 9,977 16,076
世帯数分布
(抽出率調整)
2,779,465 7,353,327 8,080,165 9,368,142 11,638,177 10,791,795 16,536,607
（１万分比） 556 1,470 1,616 1,873 2,327 2,158 3,307
世帯人員数 人 1.60 2.86 3.29 2.84 2.21 1.81 1.91
18歳未満人員 人 0.28 1.10 1.21 0.28 0.06 0.03 0.04
65歳以上人員 人 0.01 0.04 0.17 0.23 0.75 1.53 1.47
うち無職者人員 人 0.01 0.04 0.13 0.21 0.51 1.24 1.12
有業人員 人 1.12 1.31 1.51 1.76 1.09 0.44 0.59
持ち家率
（現住居）
％ 9.8 46.4 69.5 81.3 85.5 86.5 86.2
年間収入 千円 3,538 5,420 7,146 7,709 5,052 3,884 4,181
世帯主の年齢 歳 26.0 34.9 44.4 54.8 64.4 76.2 73.0
現在の資産高
貯蓄現在高 千円 2,132 5,939 10,228 14,762 19,935 18,166 18,745
負債現在高 千円 1,314 6,983 8,872 5,337 2,243 942 1,287
住宅・土地のた
めの負債
千円 971 6,552 8,212 4,272 1,423 532 752
負債保有率 ％ 34.5 52.4 62.9 52.4 26.0 15.1 17.5
うち住宅・土地の
ための負債
％ 5.1 33.6 47.8 35.4 13.3 5.6 7.3
(再掲)20万円
以上の負債







































































































昭和48年 28,731 17,007 11,724 1,405 590 7,889 1,839
　　53年 32,189 19,428 12,689 1,719 723 8,408 1,839
　　58年 34,705 21,650 12,951 1,868 777 8,487 1,819
　　63年 37,413 22,948 14,015 1,990 809 9,666 1,550
平成５年 40,773 24,376 15,691 2,033 845 10,762 2,051
　　10年 43,922 26,468 16,730 2,087 864 12,050 1,729
　　15年 46,863 28,666 17,166 2,183 936 12,561 1,486
　　20年 49,598 30,316 17,770 2,089 918 13,366 1,398
　割　合　　　　　（％）
昭和48年 100.0 59.2 40.8 4.9 2.1 27.5 6.4
　　53年 100.0 60.4 39.4 5.3 2.2 26.1 5.7
　　58年 100.0 62.4 37.3 5.4 2.2 24.5 5.2
　　63年 100.0 61.3 37.5 5.3 2.2 25.8 4.1
平成５年 100.0 59.8 38.5 5.0 2.1 26.4 5.0
　　10年 100.0 60.3 38.1 4.8 2.0 27.4 3.9
　　15年 100.0 61.2 36.6 4.7 2.0 26.8 3.2
　　20年 100.0 61.1 35.8 4.2 1.9 26.9 2.8
　増減数　　　（1000戸）
昭和48年〜53年 3,458 2,422 966 314 133 519 －0
　　53年〜58年 2,516 2,221 262 149 54 79 －20
　　58年〜63年 2,709 1,299 1,064 121 33 1,179 －269
63年〜平成５年 3,360 1,428 1,676 44 36 1,096 501
平成５年〜10年 3,149 2,092 1,039 54 19 1,287 －321
　　10年〜15年 2,941 2,198 436 96 72 512 －243
　　15年〜20年 2,735 1,650 604 －94 －18 904 －89
　増減率　　　　　（％）
昭和48年〜53年 12.0 14.2 8.2 22.3 22.5 6.6 －0.0
　　53年〜58年 7.8 11.4 2.1 8.7 7.4 0.9 －1.1
　　58年〜63年 7.8 6.0 8.2 6.5 4.2 13.9 －14.8
63年〜平成５年 9.0 6.2 12.0 2.2 4.4 11.3 32.3
平成５年〜10年 7.7 8.6 6.6 2.6 2.3 12.0 －15.7
　　10年〜15年 6.7 8.3 2.6 4.6 8.3 4.2 －14.1
































 持 ち 家：そこに居住している世帯が全部又は一部を所有している住宅。最近建築、購入又は
　　　　　相続した住宅で、登記がまだ済んでいない場合やローンなどの支払が完了していな
　　　　　い場合も「持ち家」とした。また、親の名義の住宅に住んでいる場合も「持ち家」　
　　　　　とした。
 公営の借家：都道府県、市区町村が所有又は管理する賃貸住宅で、「給与住宅」でないもの。いわゆる
　　　　　　　「県営住宅」、「市営住宅」などと呼ばれているものがこれに当たる。
 都市再生機構（旧公団）・公社の借家：「都市再生機構（旧公団）」や都道府県・市区町村の「住
淑徳短期大学研究紀要第52号（2013.2）
10
— 24 —
　　　　　宅供給公社」・「住宅協会」・「開発公社」などが所有又は管理する賃貸住宅で、「給与
　　　　　住宅」でないもの。いわゆる「UR賃貸住宅」、「公社住宅」などと呼ばれているもの
　　　　　がこれに当たる。なお、雇用・能力開発機構の雇用促進住宅もここに含めた。
 民営借家：国・都道府県・市区町村・都市再生機構（旧公団）・公社以外のものが所有又は管理
　　　　　している賃貸住宅で、「給与住宅」でないもの
 給与住宅：社宅、公務員住宅などのように、会社、団体、官公庁などが所有又は管理して、その職
　　　　　員を職務の都合上又は給与の一部として居住させている住宅（会社又は雇主が借りてい
　　　　　る一般の住宅に、その従業員が住んでいる場合を含む。）。この場合、家賃の支払の有
　　　　　無を問わない。
９　高度成長期からバブル経済までは、資金力のある大手企業では、寮・社宅や保養所などの不動
産を自社で持つところが多く、それが資産運用の一つの形や雇用対策であった。しかし、バブ
ル崩壊後以降、あらゆるコストが削減されるようになり、福利厚生費もその削減の対象となっ
ている。中でも住宅関連の福利厚生費の削減は、社団法人日本経済団体連合会の「福利厚生費
調査」や厚生労働省「平成19年就労条件総合調査」等からも明らかになっている。
10　経済産業省経済産業政策局調査統計部「平成21年年間回顧産業活動分析」p.78-88
11　近年の勤労者が抱える不安については、南雲智映・小熊栄（2011）「勤労者が抱える失業と生
活の不安」が詳しい。ここ10年の勤労者の失業不安を①「感じる」割合は17.8〜28.3％で推移
し、高い水準であること、②失業不安と失業率の変動と連動していること、③男性の非正社員
で不安が強いこと、④配偶者の存在が不安を和らげていることを明らかにしている。
　　注目すべきなのは、生活不安に影響を与える要因分析において「世帯年収額600円未満の世帯」
という基準で分析をしている点である。これは通常「低所得層」「貧困」される世帯収入額より
も、高いレベルで設定だと考える。つまり、この「生活不安」が、いわゆるワーキングプアの人々
のことのみではないことを示しているだろう。
12　上枝朱美（2010）p.140
13　田中聡子（2009）p.94
14　平成24年8月単身者向都営住宅抽せん倍率表及び平成24年５月世帯向（一般募集住宅）都営住
宅抽せん倍率表による。
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